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参考資料 

 

４．第３章関連資料 
 
（１）部門別職員数の比較 
 

① 総務省「類似団体別職員数の状況（平成 18 年 4 月 1 日現在）」（平成 19 年 3 月ま

とめ）をもとにした、部門別職員数比較 

 
 総務省「類似団体別職員数の状況（平成 18年 4月 1日現在）」（平成 19年 3月まとめ）のデー
タ及び職員数比較方法、並びに総務省「平成 18年地方公共団体定員管理調査結果（平成 18年 4
月 1日現在）」のデータをもとに政令指定都市と東葛６市の部門別職員数の比較を行い、職員削減
効果が見込まれる主な部門と、権能の増加等により増員が必要になると見込まれる主な部門を整

理した。 
※ 以下に示す数値は、増減が見込まれる分野とその大まかな規模を把握するための

目安である。実際の職員配置は各市の状況により異なり、必ずしも当該値と同じだ

けの職員数の増減が必要だということを示すものではない。 

資料２別紙 

以下の項目は、報告書において「参考資料」として掲載することを想定 
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■職員削減効果が見込まれる主な部門 
・比較の結果、主に議会、総務などの部門で、効率化に伴う削減が可能となると考えられる。 

・これは、管理業務等について、合併による規模の拡大に伴いスケールメリットが働くためであ

ると考えられる。 
 

類似団体職員数との部門別職員数比較（普通会計） 

＜職員削減効果が見込まれる主な部門＞ 
③

大部門 中部門 小部門

最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大

①－1 ①－2 ①－3 ②－1 ②－2 ②－3 ④－1 ④－2 ④－3

議会 議会 0.13 0.25 0.40 18 35 55 73 ▲ 55 ▲ 38 ▲ 18

総務 総務一般 総務一般 2.81 3.50 5.28 390 486 733 440 ▲ 50 46 293

会計出納 0.25 0.37 0.57 34 51 80 62 ▲ 28 ▲ 11 18

管財 0.18 0.45 0.95 25 62 132 85 ▲ 60 ▲ 23 47

職員研修所 0.00 0.08 0.14 0 11 20 1 ▲ 1 10 19

行政委員会 0.21 0.42 0.64 29 58 89 69 ▲ 40 ▲ 11 20

企画開発 0.20 0.61 1.02 27 85 142 77 ▲ 50 8 65

住民関連 住民関連一般 0.50 1.32 2.20 70 183 306 185 ▲ 115 ▲ 2 121

防災 0.00 0.14 0.36 0 19 51 38 ▲ 38 ▲ 19 13

広報広聴 0.20 0.76 2.04 27 106 283 43 ▲ 16 63 240

戸籍等窓口 1.31 2.03 2.80 181 282 389 364 ▲ 183 ▲ 82 25

市民センター等 0.00 0.14 0.77 0 19 107 53 ▲ 53 ▲ 34 54

その他 0.00 0.06 0.17 0 8 24 0 0 8 24

②と実際値の差

④＝②－③

①既存の政令指定都市
の

人口１万人あたり職員数

②　①の比率それぞれに
東葛６市の人口を当ては
めた場合の職員数

東葛６市
の

職員数
（実際値）

① ②＝①×1,388,444／１万

 
注：既存の政令指定都市の人口１万人あたり職員数の「最小（①－１）」、「最大（①－３）」の値は、それぞれ人

口 1 万人あたり職員数の値が最も小さい・大きい市の値、「平均（①－２）」の値は、当該小部門に職員を配

置している市の平均の値（類団修正値）を示す。 
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■権能の増加等により増員が必要になると見込まれる主な部門 
・比較の結果、民生、衛生、土木などの部門では増員が必要になると考えられる。 

・民生部門は福祉事務所や児童相談所の事務の移譲、衛生部門は保健所の事務の移譲、土木は道

路管理の事務の移譲により、それぞれ増員が必要になると見込まれる。 

・なお、保健所や道路管理、あるいは児童相談所などの移譲事務のうち、特別な技術、経験等を

要する職員については、政令指定都市移行後に数が不足することも考えられ、県からの移管、

出向、あるいは新規採用などの方策が必要になると考えられる。 
 

類似団体職員数との部門別職員数比較（普通会計） 

＜権能の増加等により増員が必要になると見込まれる主な部門＞ 
③

大部門 中部門 小部門

最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大

①－1 ①－2 ①－3 ②－1 ②－2 ②－3 ④－1 ④－2 ④－3

民生 民生 福祉事務所 1.91 3.48 5.59 265 483 777 303 ▲ 38 180 474

児童相談所等 0.27 0.46 0.72 37 64 100 0 37 64 100

衛生 衛生 保健所 0.53 2.22 3.58 74 308 497 0 74 308 497

試験研究養成機関 0.14 0.37 0.68 19 51 95 9 10 42 86

土木 土木 土木一般 2.05 3.70 5.45 284 514 757 285 ▲ 1 229 472

用地買収 0.25 0.45 0.91 35 62 126 32 3 30 94

建築 1.18 1.87 2.97 163 260 413 188 ▲ 25 72 225

①既存の政令指定都市
の

人口１万人あたり職員数

②　①の比率それぞれに
東葛６市の人口を当ては
めた場合の職員数

東葛６市
の
職員数
（実際値）

②と実際値の差

① ②＝①×1,388,444／１万 ④＝②－③

 
注：既存の政令指定都市の人口１万人あたり職員数の「最小（①－１）」、「最大（①－３）」の値は、それぞれ人

口 1 万人あたり職員数の値が最も小さい・大きい市の値、「平均（①－２）」の値は、当該小部門に職員を配

置している市の平均の値（類団修正値）を示す。 
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② 総務省「第８次定員モデル」（平成 16 年 3 月まとめ）をもとにした職員数比較 

 
 総務省「第８次定員モデル」（平成 16年 3月まとめ）に基づき、部門別の職員数の比較を行っ
た。 

※ 同モデルは平成 15 年時点をベースとしているため、使用する統計の年次は古い。
ここでは、各指標について最新の統計を用いることとし、例えば国勢調査人口は平

成 12年ではなく平成 17年のものを用いている。従って、厳密には、第８次定員モ
デルに基づく試算ではなく、それを改変したモデルを用いていることになる。その

ため、数値の正確性については、保障の限りではなく、あくまで参考値として扱う

必要がある。 
※ 集中改革プランの影響等は加味されていないモデルである。 
※ 以下に示す数値は、上記モデルに従った場合の理論値である。実際の職員配置は

各市の状況により異なり、必ずしも当該値と同じだけの職員数の増減が必要だとい

うことを示すものではない。 
 
 比較の結果、理論値との比較では、一般行政部門全体として 4％の削減が見込まれるという結
果となった。分野別には、議会総務、税務、民生、建設の部門では人員削減が見込まれ、衛生、

経済の部門では増員が見込まれるという結果となっている。（①の比較結果と異なる結果が生じて

いる部門があるが、これは、「類似団体別職員数の状況（平成 18 年 4 月 1 日現在）」が既存の政
令指定都市における実際の職員数またはその平均にもとづくものであるのに対し、定員モデルは

定員管理の適正化が進んでいると思われる団体の平均を目途にしたものであることが一因である

と考えられる。） 
  
 ① ② ③＝①－②  ③／② 

部門 

第８次定員モデル

準用による職員数

（理論値） 

東葛６市合計

職員数 
差  削減率 

議会総務 1,257 1,490 ▲ 233  -15.6%

税務 417 506 ▲ 89  -17.6%

民生 2,095 2,127 ▲ 32  -1.5%

衛生 1,083 905 178  19.7%

経済 232 172 60  34.9%

建設 888 1,024 ▲ 136  -13.3%

      

※一般行政部門計 5,972 6,224 ▲ 252  -4.0%
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（２）組合せパターンについて 

 
本研究会は、あくまでも構成市である６市全体に係る基礎データの収集や広域的課題の整理、

広域的なまちづくりの可能性の検討等を行うことを目的とするものであるが、社会経済情勢の変

化や広域的な課題に各市がどのように対処していくかは、各市の住民の意向を踏まえて決められ

るものであり、６市全体で対処する他にも多様な可能性があると考えられる。 
そこで、「共通項目・つながりについて」で整理した共通項目、つながりに着目した場合の組合

せパターンの例を以下に示す。なお、ここで示すパターンは、各市の間で多様なつながりがある

中で、交通網、通勤･通学圏、商圏など、特定のデータ等により示すことができるつながりに着目

した場合のパターンであり、このほかにも多様なつながりがあることに留意が必要である。 
パターンを示すにあたっては、共通項目、つながりがあることに加えて、合併によらない場合

の人口要件の目安である人口が 80 万以上（※加えて、将来的に 100 万程度が期待できることも
要件とされているが、ここでは現時点での人口のみに着目）となるものを対象としている。 
 
１）交通網のつながりに着目した組合せパターン 

 
① 放射線状の交通網に着目した組合せパターン２  ･･･パターン（A） 
放射線状の交通網である常磐線、つくばエクスプレス、国道 6 号線、常磐自動車道、によ

るつながりのある市の組合せ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

■構成市 松戸、柏、流山、我孫子 
■人 口 1,137,388 （人） 
■面 積 254.70 （㎢） 
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② 環状の交通網に着目した組合せパターン   ･･･パターン（B） 
環状の交通網である東武野田線、武蔵野線、流山電鉄、新京成電鉄、国道 16号によるつな
がりのある市の組合せ。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
２）通勤圏・通学圏のつながりに着目した組合せパターン 

 
① 通勤圏のつながりに着目した組合せパターン１  ･･･パターン（C） 
  松戸市への通勤率が 5％以上の市の組合せ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■構成市 松戸、野田、柏、流山、鎌ヶ谷 
■人 口 1,260,235 （人） 
■面 積 336.16 （㎢） 

■構成市 松戸、柏、流山、鎌ヶ谷 
■人 口 1,108,995 （人） 
■面 積 232.62 （㎢） 



 7

② 通勤圏のつながりに着目した組合せパターン２  ･･･パターン（D） 
  柏市への通勤率が 5％以上の市の組合せ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 通学圏のつながりに着目した組合せパターン１  ･･･パターン（E） 
  松戸市への通学率が 5％以上の市の組合せ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■構成市 野田、柏、流山、我孫子 
■人 口 816,049 （人） 
■面 積 296.91 （㎢） 

■構成市 松戸、柏、流山、我孫子、鎌ヶ谷 
■人 口 1,240,200 （人） 
■面 積 275.81 （㎢） 
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④ 通学圏のつながりに着目した組合せパターン２  ･･･構成６市 
  柏市への通学率が 5％以上の市の組合せ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 

 
 

■構成市 松戸、野田、柏、流山、我孫子、鎌ヶ谷

■人 口 1,391,440 （人） 
■面 積 379.35 （㎢） 
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３）商圏 

 
① 広域的購買活動圏（衣料品購買圏）のつながりに着目した組合せパターン１ 

        ･･･パターン（F） 
 柏市を中心とした、柏市での購買率が 10％以上の市の組合せ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
② 広域的購買活動圏（衣料品購買圏）のつながりに着目した組合せパターン２ 

        ･･･パターン（G） 
 柏市を中心とした、柏市での購買率が 5％以上の市の組合せ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 

■構成市 野田、柏、流山、我孫子 
■人 口 816,049 （人） 
■面 積 296.91 （㎢） 

■構成市 松戸、野田、柏、流山、我孫子 

■人 口 1,288,628 （人） 
■面 積 358.24 （㎢） 
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（３）既存の政令指定都市の行政区画編成基準 

 札幌市 仙台市 
指定年月日 昭和 47年 4月 1日 平成元年 4月 1日 
指定時 7 中央、北、東、白石、豊平、南、西 5 青葉、宮城野、若林、太白、泉 

区
数
及
び
区
名 

 

現在 
( )内は分区した元
の区名。＜＞内は

合区した元の区名 

10 中央、北、東、白石、豊平、南、西、厚

別（白石）、手稲（西）、清田（豊平） 
5 青葉、宮城野、若林、太白、泉 

区の編成基準 行政区再編成に関する基本方針 
※札幌市のみ指定当時の編成基準を入手でき

ず、分区時の再編成基準を参考として記載した。

区割り編成にあたっての一致基準 

人口規模 15 万人前後。超えても 20 万人を大幅に上回ら
ない程度。 
適切な行政効率を確保するとともに公平で均衡

ある行政サービスを提供できる規模、市民活動

にとっても近隣との連帯感や区民意識を醸成し

維持しつづける上で適正な規模である。 

10～20万人 
都市行政の効率性、行政サービスの浸透性等の見

地から 

面積規模 概ね時間距離 20 分程度で区の中心地に到達で
きる面積範囲とすること。 

区役所までの時間距離が公共交通機関によって

概ね 30分程度におさまる地域範囲 
地形、地物 できるかぎり明確な地形地物によって分割する

こと。 
行政区の境界は，明瞭な地域分断要素である地

形，地物に沿って設定されることが望ましい。 
地域の一体性、沿革、

歴史、地縁的感情 
地域形成の歴史的な経緯は尊重しなければなら

ないが，再編成による新しい地域づくりにとっ

て不都合が生じないこと。 

伝統的な住民感情や生活上の利害・慣習などの歴

史的事実は，できるだけ配慮尊重すべきである。

地域の性格が一体的，同質的である地域は，なる

べく同一の行政区に含めることが望ましい。 
町内会の区域、住民組

織 
 町内会等の住民組織，商店街については，可能な

かぎり分断せず，同一の行政区に包括し，地域秩

序を保持していくことが必要。 
学校区   

行政機関の所管区域

の一致 
 行政の効率性，市民の利便性から，一致すること

は望ましく，行政区画に一致するよう協力を要請

していく必要がある。 
土地利用状況、都市計

画、地域開発状況の変

化 

 都市計画は，将来の長期にわたる土地利用，都市

施設の整備を展望するもので，将来の地域の一体

性に大きな影響をもっており，行政区の設定に際

して十分配慮することが必要である。 
選挙区   

住民の意向   

編
成
に
あ
た
っ
て
考
慮
し
た
基
準 

旧市町村の区域、既存

の町字界 
  

出典：新潟市行政区画審議会第 2回資料より引用 
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 さいたま市 千葉市 

指定年月日 平成 15年 4月 1日 平成 4年 4月 1日 
指定時 9 西、北、大宮、見沼、中央、桜、浦和、南、

緑 
6 中央、花見川、稲毛、若葉、緑、美浜 

 
区
数
及
び
区
名 

 

現在 
( )内は分区した元
の区名。＜＞内は

合区した元の区名 

10 西、北、大宮、見沼、中央、桜、浦和、南、

緑、岩槻 
 

6 中央、花見川、稲毛、若葉、緑、美浜 

区の編成基準 行政区画を検討する上での基本的留意点につい

て 
編成にあたっての基準 

人口規模 先進政令市では，おおよそ 10～20万人を規模と
しているところが多い。これら経験則を参考に、

現在の人口と将来の人口の見通しの両方を考慮

することが望ましい。 

10～20万人（平均 15万人） 

面積規模 区役所までの時間距離が公共輸送機関によって

概ね３０分程度。 
区役所までの時間距離が公共交通機関で 30 分
程度におさまる地域範囲 

地形、地物 地理的にみて自然な形状であるよう考慮するこ

とが望ましい。河川，鉄道，道路などの地形・

地物は，一般的な目標物であり，地域分断要素

として考慮することが望ましい。 

河川，鉄道，主要道路等の地形・地物によって

区分される地域は，地域としての一体的形成が

なされる例が多く，十分留意する必要がある。

地域の一体性、沿革、

歴史、地縁的感情 
従来の地域の歴史や伝統に対する住民感情を尊

重しつつ,都市化による新たな住宅団地等の住民
の志向も考慮することが望ましい。 
地域の性格・慣習が一体的・同質的である地域

については，その地区を分断することとならな

いよう考慮することが望ましい。 

伝統的な住民感情があることを考慮し，それら

をできるだけ配慮,尊重すべきである。 
地域の性格が一体的，同質的である地域につい

ては，できるだけ同一の行政区の区 
域に含ませるよう配慮することが望ましい。 
 

町内会の区域、住民組

織 
地域コミュニティ単位は可能な限り尊重し，住

民自治組織の大幅な再編成を必要としない行政

区域とすることが望ましい。 

町内自治会などの住民組織は，できる限り分断

せずに同一の行政区の区域の中に包括し，地域

秩序を保持し得るように配慮すべきである。 
学校区 住民にとっての利便性から行政区画と通学区域

は一致させることが望ましい。 
理想的には，通学区域は行政区の区域と一致す

ることが望ましい。やむを得ず通学区域が複数

の行政区にまたがる場合には，そのことにより

通学区域が変更されることのないよう，特段の

配慮が必要である。 
行政機関の所管区域

の一致 
国・県の出先機関などの所管区域（特に警察署・

郵便局・電話局など）と行政区の区域は，市民

の利便性や行政の効率性等から，可能な限り両

者が一致することが望ましい。 

行政の効率性，市民の利便性から，一致するこ

とは望ましい。特に郵便局,警察署の所管区域と
はできるだけ一致させるよう配慮すべきであ

る。 
土地利用状況、都市計

画、地域開発状況の変

化 

地域的性格（工業地域，商業地域，住宅地，農

業地域等）で特質的なものは同一行政区内に存

在させることが望ましいので，地域の性格を十

分検討して境界を設定することが望ましい。 
将来計画について可能な限り配慮・検討し，数

年の内に行政区の再編成という事態を生じない

よう考慮することが望ましい。 

行政区の設定にあたっては，現在は未開発地域

であっても，将来，現在の市街地域に連たんし

て市街地や住宅地が開発される計画がある場合

には，このことについても，留意すべき。また,
民間の開発動向についても十分に配慮すべき。

都市計画等の行政計画上の地域区分について

は，行政区の設定の際，十分配慮するものとす

る。 
選挙区   

住民の意向   

編
成
に
あ
た
っ
て
考
慮
し
た
基
準 

旧市町村の区域、既存

の町字界 
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 静岡市 

指定年月日 平成 17年 4月 1日 
指定時 3 葵、駿河、清水 

区
数
及
び
区
名 

 

現在 
( )内は分区した元
の区名。＜＞内は

合区した元の区名 

  

区の編成基準 行政区画審議会における審議の経緯 
 (1) 行政区画の編成について 

人口規模 20～25万人 
面積規模 標準的な面積規模の設定は行わない。広大な面積を有する（仮称）Ａ区に現在設置されている井川

支所は，そのまま存続させるべき。 
地形、地物 安部川以東で（仮称）Ａ区と（仮称）Ｂ区を区分する境界としては，明瞭な地物であるＪＲ線によ

ることを基本とすべき。 
地域の一体性、沿革、

歴史、地縁的感情 
○｢地域の社会的性格」特定重要港湾を中心に，長年にわたり都市形成を推進し，産業・経済活動を

行ってきた区域の社会的性格を考慮し，旧清水市の区域を同一の行政区の区域にすべき 
○「市民の日常生活圏」地域の社会的性格，地形・地物，地縁的感情，通学区域等から形成される

市民の日常生活圏を十分配慮すべき。 
○「沿革的事情」旧静岡・清水市，旧南藁科村と旧長田村の境界線を沿革的理由から尊重するとと

もに，旧清水市区域が，歴史的，沿革的事情から，市民の自治意識やまちづくりの範囲で一つの区

域として意識されている事情等を踏まえ，これを区分せず，一つの行政区とする。 
町内会の区域、住民組

織 
従来のコミュニティの尊重の観点から，町内会・自治会組織の区域に十分な配慮をはらうこととし

た。 
学校区 通学区域が区分されることとなる５小学校区について，児童・生徒はもとよりその世帯の実情等に

合わせて，所要の経過措置等を当局に求めていく。 
また，旧両市の境界部等の通学区域や町内会・自治会組織の区域との不整合の通学区域については，

地元の意向を尊重しながら，実情に合わせた通学区域の再編等を当局に求めることとした。 
行政機関の所管区域

の一致 
昭和 39 年から平成９年まで旧静岡市区域において設定されていた保健所の管轄区域や，現行の郵
便局，法務局，警察署等の関係行政機関の管轄区域等を尊重することとした。  
なお，一部不適合の地区については，関係行政機関に対して，行政区画との整合を図っていくよう

要請していくことを当局に求めていく。 
土地利用状況、都市計

画、地域開発状況の変

化 

○「交通体系」各区の交通体系の整備が必要であり（仮称）Ｂ区については，区役所が新設となる

ことから，区制施行時までにバス路線の再編が必要である。 
○「将来の都市計画，発展動向等」安部川以東のＪＲ以南の区域と旧長田村の区域が，今後一体の

区域として一層の基盤整備を推進していく必要があり，さらには，地域内に存する歴史的な拠点施

設の連携を図っていく等の観点から，これらの区域を一つの行政区とする。 
選挙区 旧静岡，清水両市の境界線を沿革的事情として，基本線としたため，国の従前の選挙区をそのまま

存置要することになった。 
住民の意向 審議の過程で開催した１０か所の地区説明会で寄せられた市民意見等を十分に検討した上で結論に

至った。 

編
成
に
あ
た
っ
て
考
慮
し
た
基
準 

旧市町村の区域、既存

の町字界 
旧静岡，清水両市の境界線を基本線とするとともに，既存の町字界については，全て尊重すること

とした。ただし，既存の町字界を尊重することで，かえって不整合を存続させることとなりうる箇

所もあるので，地元の意向を十分尊重しながら，既存の町字界の区域の変更等所要の対応を当局に

求めていく。 
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 広島市 福岡市 

指定年月日 昭和 55年 4月 1日 昭和 47年 4月 1日 
指定時 7 中、東、南、西、安佐南、安佐北、安芸 5 東、博多、中央、南、西 

区
数
及
び
区
名 

 

現在 
( )内は分区した元
の区名。＜＞内は

合区した元の区名 

8 中、東、南、西、安佐南、安佐北、安芸、

佐伯(合併新設) 
 

7 東、博多、中央、南、西、城南(西)、早良(西)

区の編成基準 行政区画研究会報告書 政令指定都市移行時の区設定の基準 
人口規模 15～20万人 10～15万人 
面積規模 20k ㎡を基準 区役所への時間距離が 20～30

分におさまる地域範囲 
 

地形、地物 行政区の境界は，道路，鉄道，河川などのよう

な明確な地形地物によって画されることが必要

である。 

区域の形状が地理的な不自然さがないように考

慮し，河川，道路，鉄道等明瞭な地形地物をでき

るだけ境界とすること。 
地域の一体性、沿革、

歴史、地縁的感情 
国や県の出先行政機関や，高等学校などの教育

機関においては郡域を管轄区界としているもの

が多く，郡域が一つの地縁的感情を醸成してい

ることも十分に考慮されなければならない 

住民生活上の利害，伝統，慣習等諸般の歴史的事

実並びに住民感情もできるだけ配慮尊重すべき

こと。 

町内会の区域、住民組

織 
  

学校区  通学区と一般行政区とは，一応別個の制度である

が，できるだけ一致するよう配慮すべきこと。 
行政機関の所管区域

の一致 
既存の社会的行政的組織の所管区域という区切

りも可変的ではあるにせよ住民になじんでいる

ので十分に尊重されなければならない 

他の行政所管区域も住民生活上密接な関連があ

るので，原則的には行政区画と一致することが望

ましい。特に警察行政，郵便行政の所管区域につ

いては，一般住民の日常生活と密接な関係がある

ので，できるだけ一致させる方向で配慮すべきこ

と。 
土地利用状況、都市計

画、地域開発状況の変

化 

土地利用については，単に現状のみならず将来

の発展方向を重視しなければならない。 
都市計画上の用途地域及び地域開発，街路網の整

備計画等住民の生活環境上の接近度を十分考慮

すべきこと。 
選挙区   

住民の意向   

編
成
に
あ
た
っ
て
考
慮
し
た
基
準 

旧市町村の区域、既存

の町字界 
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 川崎市 横浜市 

指定年月日 昭和 47年 4月 1日 昭和 31年 9月 1日 
指定時 5 川崎、幸、中原、高津、多摩 

 
10 鶴見、神奈川、西、中、南、保土ケ谷、磯

子、金沢、港北、戸塚 
区
数
及
び
区
名 

 

現在 
( )内は分区した元
の区名。＜＞内は

合区した元の区名 

7 川崎、幸、中原、高津、多摩、宮前(高津)、
麻生(多摩) 
 

18 鶴見、神奈川、西、中、南、保土ケ谷、磯

子、金沢、港北、戸塚、港南(南)、旭(保土
ヶ谷)、緑(港北)、瀬谷(戸塚)、栄(戸塚)、泉
(戸塚)、青葉(港北、港)、都筑(港北、港) 

区の編成基準 行政区画審議会答申に向けた基準要綱 〈線引きの基本的方針〉 
人口規模 ○人口規模は，昭和 60 年を目標として設定す

る。(諮問・答申は昭和 46年)  
○市民権利の保障，平等性，市民参加等行政サ

ービスの公平を考慮する。 

３０万人程度まで 
 

面積規模 区役所までの時間距離は、概ね 30分以内を判断
基準とする 

4 区の各区の面積は分区前の 2 区の合計面積の
20～30％（平成６年 16区→18区） 

地形、地物 区の区域の形状は，物理的に不自然でないよう

にする。 
川や道路などの市民にとってわかりやすい地形

を基準とし，線引きを作成する。 
地域の一体性、沿革、

歴史、地縁的感情 
生活上の利害，伝統，歴史的沿革及び住民感情

を配慮尊重する。 
 

町内会の区域、住民組

織 
原則として大字(町界)は分断しない。請願，陳
情箇所及び行政上問題箇所については，住民の

意思を尊重しながら，日常生活上の利便を優先

させるため，今後速やかに解決を図る。 
市民団体(住民組織)の大幅な再編成を将来する
ようなことは避ける。 

再編成にあたっては，地域コミュニティをできる

かぎり尊重することとする。 

学校区 行政区画と一致させることが望ましいが，将来

的に一致を図る必要がある。 
 

行政機関の所管区域

の一致 
市民の利便性，円滑な行政運営を前提として，

原則として行政区画と一致させることの要望を

行う。 

 

土地利用状況、都市計

画、地域開発状況の変

化 

用途地域，地域開発，街路網の整備計画，新開

発(ニュータウン)・再開発(面開発)等を考慮す
る。多摩ニュータウン，港北ニュータウン等，

隣接する市域外の都市化の影響を十分勘案す

る。開発の均衡を図り，規制市街地と発展地区

との行政需要の質的な違いについて考慮する。

 

選挙区 区域の社会的性格，地域の同一性，同質性を考

慮する。 
部分的地域の一体性，同質性の存在を尊重する。

 

住民の意向   

編
成
に
あ
た
っ
て
考
慮
し
た
基
準 

旧市町村の区域、既存

の町字界 
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 名古屋市 京都市 

指定年月日 昭和 31年 9月 1日 昭和 31年 9月 1日 
指定時 12 千種、東、北、西、中村、中、昭和、瑞穂、

熱田、中川、港、南 
9 北、上京、左京、中京、東山、下京、南、

右京、伏見 
区
数
及
び
区
名 

 

現在 
( )内は分区した元
の区名。＜＞内は

合区した元の区名 

16 千種、東、北、西、中村、中、昭和、瑞穂、

熱田、中川、港、南、守山(合併新設)、緑
(合併新設)、名東（千種、昭和）、天白(昭
和) 

11 北、上京、左京、中京、東山、下京、南、

右京、伏見、山科(東山)、西京(右京) 

区の編成基準 昭和 47年「行政区再編成に関する調査報告書」 ※ 他都市の調査研究報告による。京都市に確認
するも，不明。（過去の膨大な資料を確認する必

要があり，現時点では困難） 
人口規模 10～20万人 

区長がきめ細かい行政を行い、町内会、自治会

その他市民団体の代表と日常的に意思を交流す

る場合の限度 

10万人 許容範囲は 5万～20万人 
 

面積規模 区役所までの時間距離は 30分程度  
地形、地物   

地域の一体性、沿革、

歴史、地縁的感情 
行政区に含まれる一定の区域が，かつて市町村

などの自治体を構成していたような場合には，

地域の将来の発展方向をみさだめるとともに，

沿革的事情について配慮しなければならない。

 

町内会の区域、住民組

織 
  

学校区 区の境界を定めるにあたっては，現に形成され

ているコミュニティとしての学区の区域を十分

に尊重しなければならない。 

 

行政機関の所管区域

の一致 
他の公共機関の管轄区域と区の区域のあいだに

著しい不一致を生じないようにすることが望ま

しい。 

 

土地利用状況、都市計

画、地域開発状況の変

化 

  

選挙区 区としては，同質の社会的性格をもっている地

域を指定することが望ましい。 
 

住民の意向 地域の住民の意向や感情を十分に尊重しなけれ

ばならない 
 

編
成
に
あ
た
っ
て
考
慮
し
た
基
準 

旧市町村の区域、既存

の町字界 
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 大阪市 

指定年月日 昭和 31年 9月 1日 
指定時 22 都島、福島、此花、西、港、大正、天王寺、

浪速、西淀川、東淀川、東成、生野、旭、城

東、阿倍野、住吉、東住吉、西成、北、大淀、

東、南 
区
数
及
び
区
名 

 

現在 
( )内は分区した元
の区名。＜＞内は

合区した元の区名 

24 都島、福島、此花、西、港、大正、天王寺、

浪速、西淀川、東淀川、東成、生野、旭、城

東、阿倍野、住吉、東住吉、西成、淀川（東

淀川）、鶴見(城東)、住之江(住吉)、平野(東住
吉)、北<北、大淀>、中央<東、南> 

区の編成基準 再編成基準 
人口規模 15万人程度 
面積規模  
地形、地物 行政区の境界は，道路，鉄軌道，河川など明確な地

形地物によって画されることが必要である。この場

合，将来，大規模な道路等の建設計画がある場合に

は，それを考慮する必要がある。 
地域の一体性、沿革、

歴史、地縁的感情 
 

町内会の区域、住民組

織 
 

学校区 行政区は，社会的・政治的・行政的な単位としても，

できるだけまとまりをもちうるよう考慮されなけ

ればならない。行政区の区域は，例えば，小・中学

校の通学区域，選挙区，他の行政機関の管轄区域な

どと著しい不一致が生じないよう，配慮されなけれ

ばならない。 
行政機関の所管区域

の一致 
 

土地利用状況、都市計

画、地域開発状況の変

化 

土地利用については単に現況のみではなく，将来の

発展方向を重視する必要がある。 

選挙区  
住民の意向  

編
成
に
あ
た
っ
て
考
慮
し
た
基
準 

旧市町村の区域、既存

の町字界 
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